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６.	 特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針に�
ついてのＱ＆Ａ�（会計制度委員会） �  1295
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�（業種別監査委員会報告第19号） �  1313

９.	 消費者金融会社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上に関する監査上の取扱い�
�（業種別委員会実務指針第37号） �  1317

10.	 年金基金の財務諸表に対する監査に関する実務指針�（業種別委員会実務指針第53号） �  1320

11.	 総合型確定給付企業年金基金に対する合意された手続業務に関する実務指針�
�（専門業務実務指針4464） �  1356

12.	 業務を委託している企業の監査上の考慮事項�（監査基準委員会報告書402） �  1372

13.	 受託業務に係る内部統制の保証報告書に関する実務指針�（保証業務実務指針3402） �  1382

14.	 保証業務実務指針3402「受託業務に係る内部統制の保証報告書に関する実務指針」に�
係るＱ&Ａ�（監査・保証実務委員会研究報告第33号） �  1427

15.	 合意された手続業務に関する実務指針�（専門業務実務指針4400） �  1438

16.	 専門業務実務指針4400「合意された手続業務に関する実務指針」に係るＱ&Ａ�
�（監査・保証実務委員会研究報告第29号） �  1452

17.	「流動化目的」の債権の適正評価について�（日本公認会計士協会） �  1464

18.	 金融検査に関する基本指針�（平成17年金検第369号） �  1469

19.	 金融検査・監督の考え方と進め方（検査・監督基本方針） �  1477

20.	 検査マニュアル廃止後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方 �  1497

21.	 金融仲介機能のベンチマーク �  1520

22.	 意見申出制度について�（平成17年金検第374号） �  1523

23.	 金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針（抄） �  1525

24.	 金融商品取引業者等検査マニュアル（抄） �  1527

25.	 信託検査マニュアル（金融検査マニュアル別編［信託業務編］）（抄） �  1534

26.	 経営者保証に関するガイドライン�（経営者保証に関するガイドライン研究会） �  1550

27.	 事業承継時に焦点を当てた「経営者保証に関するガイドライン」の特則�
�（経営者保証に関するガイドライン研究会） �  1557

28.	「経営者保証に関するガイドライン」Ｑ&Ａ�（経営者保証に関するガイドライン研究会） �  1561

29.	「経営者保証に関するガイドライン」に基づく保証債務の整理に係る課税関係の整理�
�（経営者保証に関するガイドライン研究会） �  1579
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　この他、金融庁、証券取引等監視委員会、国税庁のホームページに掲載されている主な資料を以下に抜粋掲載
しております（一部上記と重複）。このうち、特に利用頻度が高いと思われるものを本書に掲載しております。

１．金融庁関係
〈金融検査・監督基本方針関係〉 本書への掲載

金融検査・監督の考え方と進め方（検査・監督基本方針） 全文掲載
検査マニュアル廃止後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方 全文掲載
金融システムの安定を目標とする検査・監督の考え方と進め方（健全性政策基本方針）
コンプライアンス・リスク管理に関する検査・監督の考え方と進め方（コンプライアンス・
リスク管理基本方針）

コンプライアンス・リスク管理に関する傾向と課題
金融機関のITガバナンスに関する対話のための論点・プラクティスの整理

金融機関のITガバナンスに関する実態把握結果（事例集）
システム統合リスク管理態勢に関する考え方・着眼点（詳細編）

〈金融検査マニュアル関係〉
※�金融検査マニュアル関係の各資料は、2019年12月18日に廃止となっております。詳細は、本書1497頁「検査マ

ニュアル廃止後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方」、又は、金融庁webサイトをご覧ください。
本書への掲載

預金等受入金融機関に係る検査マニュアル 一部掲載
金融検査マニュアルに関するよくあるご質問（FAQ） 一部掲載
金融検査マニュアルに関するよくあるご質問（FAQ）別編《ABL編》 全文掲載
金融検査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕 全文掲載
信託検査マニュアル（金融検査マニュアル別編〔信託業務編〕） 一部掲載
システム統合リスク管理態勢の確認検査用チェックリスト

預金等受入金融機関に係る検査評定制度
金融検査評定制度に関するQ&A
金融検査評定制度に関するQ&A
〈金融円滑化編に係る検査評定の試行に当たっての追加分〉

保険会社に係る検査マニュアル 一部掲載
保険会社に係る検査評定制度
金融持株会社に係る検査マニュアル
平成23年東北地方太平洋沖地震による災害についての金融検査マニュアルの特例措置及び運
用の明確化について

「平成23年東北地方太平洋沖地震による災害についての金融検査マニュアル・監督指針
の特例措置及び運用の明確化について」に関するよくあるご質問（FAQ）

〈監督指針・事務ガイドライン〉 本書への掲載
主要行等向けの総合的な監督指針 一部掲載
中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針
保険会社向けの総合的な監督指針
少額短期保険業者向けの監督指針
金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針 一部掲載
信託会社等に関する総合的な監督指針

〈事務ガイドライン〉 本書への掲載
第三分冊：金融会社関係 一部掲載
犯罪収益移転防止法の留意事項について

〈その他ガイドライン〉 本書への掲載
金融商品取引法等ガイドライン
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企業内容等開示ガイドライン等

金融機能強化法ガイドライン

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン
〈Ｑ＆Ａ〉 本書への掲載

貸出条件緩和債権関係Ｑ＆Ａ 全文掲載
〈その他〉 本書への掲載

顧客本位の業務運営に関する原則

責任ある機関投資家の諸原則（日本版スチュワードシップ・コード）

２．証券取引等監視委員会関係
※�金融商品取引業者等検査マニュアルは2020年６月26日に廃止となっておりますが、今後の実務にも有用と思わ

れるため、本書に掲載しております。 本書への掲載

金融商品取引業者等検査マニュアル 一部掲載

３．国税庁関係
〈仮想通貨関係FAQ〉 本書への掲載

年間取引報告書を活用した仮想通貨取引に係る申告手続の簡便化（イメージ）
年間取引報告書を活用した仮想通貨の所得計算について（リーフレット）
残高証明書等を活用した仮想通貨残高に係る相続税申告手続の簡便化（イメージ）
仮想通貨に関する税務上の取扱いについて（FAQ）
　（参考）仮想通貨の計算書

■「金融会計監査六法」の法令について

　「金融会計監査六法2021年版」から、金融業監査に有用な法令については、本書での収録を行わないこととし
ました。
　そのため、法令をご覧になる場合は、「電子政府の総合窓口（e-Gov）webが提供する法令データ」をご参照く
ださい。https://elaws.e-gov.go.jp/


